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症例・事例研究

Abstract：This paper introduces Ainscow’s Inclusive Inquiry Approach, which advocates an approach to 
embedding inclusion and equity （inclusivity） within education systems, and suggests ways to promote inclusion 
and equity through international empirical research. One way to think of these processes is as linked within an 
“ecology of equity”. It is useful to think of these interrelationships as having three interrelated areas: “Within 
schools”, “Between schools” and “Beyond schools”. In an effort to encourage concerted and sustained efforts, 
there will also need to be a review from a policy-making and practical level.In other words, countries will need to 
increase their capacity to imagine what is feasible at these levels and strengthen their responsibility to make it 
happen.

Key Words：Education administration, Childcare support, Introduction to teaching, Special needs education, 
Lesson study

抄録：本稿は、教育システム内に、包括と公平（インクルーシブ・インクワイアリー）を組み込むアプローチを
提唱した Ainscow のインクルーシブ・インクワイアリー・アプローチの紹介と、国際的な実証研究を通して、包
括と公平を促進するための方法を提言する。これらのプロセスを考える一つの方法は、「エクイティの相互関係

（ecology of equity）」の中でリンクしていると考えることである。その相互関係は、「学校内（Within schools）」、「学
校間（Between schools）」、「学校外（Beyond schools）」の３つの相互関係を有する領域を考えることが有用である。
協調的で持続的な取り組みを促す努力のため、政策立案や実務レベルからの見直しも必要になるだろう。つま
り、これらのレベルにおける実現可能な内容を想像する能力を高め、それを実現するための責務を各国は強める
必要があると云えるだろう。
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１．緒言
本稿では、世界の教育システムが直面している大

きな課題である、全ての子どもを学校教育に参加さ
せるための方策を見つけ出すことに焦点を当てる。
経済的に貧しい国では、主に正規の教育を受けるこ
とができない数百万人もの子どもが存在する １）。一
方、裕福な国では、多くの若者が価値のある資格を
持たずに学校を卒業したり、主流の教育から離れた
特別施設に入れられたり、授業が無意味に思えるた
めに中途退学を選択したりする者もいる ２）。このよ
うな課題に直面して、教育をより包括的（インク
ルーシブ）かつ公平（エクイティ）なものにしよう
という考えへの関心が高まっている。しかし、この
分野では、政策と実践を前進させるために必要な行
動について、混乱がみられている。

本稿では、有望な可能性を示す世界各地の研究者
が実施した研究のレビューを行い、日本において知
られていることの少ない、Ainscow の「インクルー
シブ・インクワイアリー・アプローチ」の紹介を企
図するものである。まずは、関連する国際的な動向
を整理することから始める。

２．�インクルーシブ教育に関する国際的な議論�
「国連」「イタリア」「フィンランド」「ポルト
ガル」「日本」の議論

（１）　国連
この30年間、インクルーシブ教育を推進するため

の国際的な取り組みが行われてきた。この30年の間
に、包括的な教育の発展を促す国際的な取り組みが
行われてきた。特に、国連の「万人のための教育」
運動（Education for All, EFA）は、全ての学習者が質
の高い基礎教育を受けられるようにするための活動
である。1990年に合意された EFA 宣言では、学習者
が教育の機会を得ようとする際に直面する障壁を、
積極的に特定するという全体像が示されている。ま
た、国および地域レベルで利用可能なリソースを特
定し、そのリソースを利用して障壁を克服すること
も含まれている。このビジョンは、過去10年間の進
捗状況の確認が行われた、2000年にダカールで開催
された世界教育フォーラムにおいても再確認され
た。このフォーラムでは、EFA は、働く子ども、遠

隔地の農村住民や遊牧民、民族的・言語的少数派の
子ども、紛争や HIV/AIDS、飢餓や不健康の影響を
受けた子どもや若者、特別な学習ニーズを持つ子ど
もなど、貧困や不利な立場に置かれた子どものニー
ズを特に考慮しなければならない旨を宣言した。

インクルーシブ教育に大きなきっかけを与えたの
が、1994年に開催された「万人のための教育に関す
る 世 界 会 議 」（World Conference on Special Needs 

Education）であった。92カ国の政府と25の国際機関
を代表する300人以上の参加者がスペインのサラマ
ンカに集まり、インクルーシブ教育のアプローチを
促進するために必要となる、基本的政策の転換を検
討することにより、「万人のための教育」の目的を推
進することが謳われた。つまり、学校が全ての子ど
も、特に特別な教育的ニーズがあると定義された子
どもに対して、公平な教育を施すことを目標とした
のである。サラマンカ会議の当面の焦点は、特別支
援教育と呼ばれるものであったが、その結論は次の
ようなものであった。

特別支援教育は、北半球および南半球問わず等しく
関心を寄せる問題であるが、それだけを単独で進め
ることはできない。全体的な教育戦略、さらには新
たな社会・経済政策の一部を構成する必要がある。
この実現には、普通学校の大規模な改革を必要とす
る ３）。

そして、その目的は、教育システムの改革にあると
続けている。この実現のためには、普通学校が地域
社会における全ての子どもに教育の機会を与えられ
るようになることが必要であると主張する。サラマ
ンカ宣言は次のように結論づけている。

インクルーシブな方向性を持つ普通学校は、差別的
な態度と闘い、全てを受け入れる地域社会を作り、
インクルーシブな社会を構築し、万人のための教育
を実現するための最も有効な手段である。さらに、
大多数の子どもたちに効果的な教育を提供し、教育
システム全体の効率性、ひいては費用対効果を高め
る効果が生み出される ４）。

この重要な一節が示すように、統合教育学校（イン



インクルーシブ・インクワイアリー・アプローチの紹介

－ 28 － － 29 －

クルーシブ・スクール）への移行はさまざまな理由
で正当化されうる。まずは教育面での正当化であ
る。つまり、インクルーシブ・スクールが全ての子
どもたちに対して同時に教育を提供するという要件
は、
①�　学校が個人の違いに対応した教育方法を開発す

ることである。その結果として、全ての子どもた
ちに公平な利益をもたらすようにすべき、という
意味合いになる。

②�　社会面での正当化である。インクルーシブ・ス
クールは全ての子どもたちに対して同時に教育を
提供することで、各人の対応を変えることがで
き、公正で差別のない社会の基礎を形成すること
ができる。

③�　経済面での正当化である。特定の子どもに特化
したさまざまなタイプの学校を用意するという複
雑なシステムより、すべての子どもに対して同時
に教育を提供する学校を設立し維持する方が、コ
ストがかからないという考えである。
この動きにさらに勢いづけたのが、2008年に行わ

れた “Inclusive Education: The Way of the Future” と題
された、第48回 IBE-UNESCO 国際教育会議である。
この会議では、長期的な目的として、全ての人が教
育の機会にアクセスし、積極的に参加し、そこから
学ぶという人権を享受できるための社会的・政治的
条件を、ユネスコ加盟国が提供できるよう支援する
ことが謳われた ５）。同会議では、閣僚、政府関係者、
ボランティア団体の代表者らが、インクルージョン
の概念を広げて全ての子どもたちに教育を届けるこ
との重要性を議論したが、その前提として、全ての
学習者は等しく尊重されるべきであり、効果的な教
育機会を受ける権利を有していなければならないと
いうことになる。

2016年は、EFA 運動の将来、さらにはサラマンカ
会議の成果に関連して、特に重要な年であった。
2015年５月の世界教育フォーラムで合意された「仁
川宣言 ６）」に基づき、UNESCO は「教育2030行動枠
組」（Education 2030 Framework for Action）を発表し
た。ここでは、質の高い教育の基礎を築くものとし
て、包括と公平（インクルージョンとエクイティ）
を強調している。また、教育へのアクセス、参加、
学習プロセスや成果において、あらゆる形態の排除

や社会的無視、格差や不平等に対処する必要性を強
調している。このようにして、EFA の国際的なア
ジェンダは、正に「全ての子ども」を対象としたも
のでなければならないことが明確となった。

特別な支援を必要とする子どもを含めることの重
要性は、この新しい国際的な政策課題の中でも重要
な意味を持つ。このことは、国連の「障害者の権利
に関する条約（Convention on the Rights of Persons 

with Disabilities）」（United Nations, 2008）で次のよう
に強調されている。「インクルーシブ教育の権利は、
全ての教育環境における文化、政策、実践の変革を
包含するものであり、それにより、個々の子どもの
異なる要求とアイデンティティを受け入れるもので
あり、同時に、その可能性を妨げる障壁を除去する
ことを約束するものである ７）」。同条約では、ノンイ
ンクルーシブ（非包括性）、すなわち差別を「特別な
支援を必要とする子どもが隔離された環境（個別の
特別学校、または普通学校に併設された特別教育ユ
ニット）で教育を受けること」と定義する。また、
同条約は、教育現場における差別を解消するため
に、適切なサポートのもと、アクセス可能な学習環
境の中で、インクルーシブな授業の実施を確保する
ことを約束している。つまり、教育システムは、子
どもがこれらのシステムに適応することを期待する
のではなく、周囲が個別の教育環境を提供しなけれ
ばならないことを意味する。

また、サラマンカ宣言の25周年を記念して、2019
年９月にユネスコとコロンビア教育省が共催した国
際フォーラムにおいて、教育におけるインクルーシ
ブとエクイティを強化する新たなコミットメントが
表明された。“Every learner matters” というテーマが
示すように、同フォーラムは、インクルージョンに
関する幅広い概念を、全ての学習者が質の高い学習
機会を平等に得られるよう強化するための一般的な
指導原理として、復活させる機会となった。

全ての主要な政策変更と同様に、包括と公平に関
する進展には、それを実行のための効果的な戦略が
必要となる。特に、周囲環境の要因によって子ども
の疎外化に繋がる障壁に注目した新しい考え方を必
要とする。これは、こうした障壁を克服することが、
全ての子どもたちが効果的な教育を受けられるよう
にするために最も重要な手段であるという示唆でも
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ある。このようにして、包括と公平（インクルー
ジョンとエクイティ）は、教育を取り巻く重要な
キーワードとなっている。

包括と公平を促進する政策の策定について考える
場合、いくつかの国における進展を参照することが
役に立つ。以下のような例がある。

（２）　イタリア共和国
イタリア政府は1977年に、全ての特別支援学校や

特別支援学級、その他インクルーシブではない教育
の提供を停止する法律を可決した ８）。この法律は現
在も有効であり、かつ、その後の改正で教育制度が
一層インクルーシブなものとなった。これにより、
隔離型の教育施設が閉鎖されただけでなく、是正措
置として、学校におけるエクスクルージョン（排除）
の可能性が取り除かれることになった。実務上は地
域毎に異なるものの、インクルージョンの原則が広
く受け入れられていることは間違いない。

（３）　フィンランド共和国
フィンランドは、特別支援教育に限らず、あらゆ

る教育成果の面において、他国から羨望の眼差しを
受けている。フィンランドにおける成功の理由の一
つとして、PISA テストにおいて最も成績が悪かっ
た子どもが、同テストを受け、他国の同レベル子ど
もの成績を上回り、その結果として全体の平均点が
上昇したことで説明を付けることが挙げられる ９）。
これは、弱い立場にある子どもは隔離された環境下
で教育提供すべきという考え方に反して、普通学校
で行うようにすべきという意見を強化するものに
なった 10）。

（４）　ポルトガル共和国
ポルトガルでは、教育現場における障害者差別を

違法とする法律を制定しただけでなく、さらに進ん
で、障がいのある子どもとない子どもを一緒に教育
現場で学ばせるための明確な法的枠組みを制定し
た 11）。近年の法律では、全ての子どもに対する支援
の提供は、普通学校レベルで決定、管理、規定され
ることが求められている。その上で、社会に完全に
インクルーシブされることを視野に入れて、地域の
分野横断的な部門が、障害のレベル、分類、判定に

関係なく全ての子どもが、効果的に教育を受けら
れ、かつその手段を確保するために必要な支援を決
定する責任を負っている。

（５）　日本
我が国においては、「障害のある子供については、

障害の状態に応じて、その可能性を最大限に伸ば
し、 自立と社会参加に必要な力を培うため、一人一
人の教育的ニーズを把握し、適切な指導及び必要な
支援を行う必要がある 12）」 とし、障害の状態等に応
じ、特別支援学校や小・中学校の特別支援学級、 通
級による指導等において、特別の教育課程、少人数
の学級編制、特別な配慮の下に作成された教科書、
専門的な知識・経験のある教職員、障害に配慮した
施設・設備などを活用した指導や支援が行われてい
る。

これらの例に注目する場合、いずれもが必ずしも
完璧ではないことを強調したい。むしろ、興味深い
発展を遂げている国であり、そこから学ぶべきこと
がある、と云う観点でみるのが望ましい。また、ア
プローチの仕方や何を達成したかについても様々で
ある。したがって、これらの国々から学びを得るこ
とができるのは言うまでもないが、政治的、経済的、
社会的、文化的、制度的分脈を十分考慮する必要が
あるため、急進的な導入には警鐘を鳴らしたい。

教育における不公平の原因は、政治的、経済的、
社会的、文化的、制度的な要因に関連するものが多
く、それらは国毎に異なる。ある国で成功しても、
他の国では成功しない場合がある。

３．�インクルーシブ・インクワイアリー・アプ
ローチ

Ainscow（2020）が提唱する、インクルーシブ・イ
ンクワイアリー・アプローチについて、解説を行
う。

（１）　包括と公平（インクルージョンとエクイティ）
「インクルージョン」や「エクイティ」などの外来

語は、日本語話者である我々にとっては、解釈や理
解が異なる可能性があり、混乱を招くことがある。
これは、他の人々、とりわけ常に仕事に追われる学
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校内の人々とエクイティやインクルージョンを推進
させようとする場合に特に問題となる。簡単に言え
ば、解釈や理解についての方向性が共有されていな
ければ、進歩・進展は困難だからである。そのため、
これらの概念の定義については合意をする必要があ
る。1994年のサマランカ宣言以降の国際的な政策文
書では、これらの概念は、教育政策のあらゆる側面
を特徴づける原則と見なされるべきだとの主張もあ
る 13）。

特別支援教育を、通常教育の環境において、障が
いを持つ子どもに対応するための方法と考える国も
存在する。しかし、国際的には、より広く、全ての
学習者の多様性を支援し、歓迎するという原則とし
て捉える傾向がより強まっている。この原則の目的
は、人種、社会階級、民族、宗教、性別、能力など
の多様性に対する態度や対応の結果として生じる社
会的排除をなくすことだと考えられている。それゆ
え、教育は基本的人権であり、より公正な社会を実
現するための基盤であるという信念を起点とする。
ここからエクイティの重要性が導き出されることに
なるが、それはエクイティへの懸念をも暗示する。

先行研究によると、全ての子どもの存在、教育へ
の参加およびその達成を妨げる障壁を特定し、取り
除くことに関係するプロセスを含む、インクルーシ
ブ教育の定義を用いることが有効であると考え
る 14）。同時に、疎外化、排除、低学力のリスクを抱
える可能性のある学習者のグループに特に重点を置
くことをその定義に取り込むことも考えられる。

これらの要素についてきちんとした議論をするこ
とで、インクルージョンの原則に対する理解が深ま
ることがわかっている。さらに、このような議論は、
その性質上多くの時間を必要とし、終わりが見えな
いものである可能性があるものの、学校がよりイン
クルーシブな方向に進むように感じさせる条件を醸
成する上で、影響力を与えることが可能となる。こ
のような議論では、家族、政治的・宗教的リーダー、
メディアなど、地域内の全ての関係者が参加しなけ
ればならず、同時に、国や地方自治体の教育局の関
係者も含まれるべきである。

これまで、Ainscow（2006）は、エビデンスがイ
ンクルーシブ開発の生命線であると主張してき
た 15）。したがって、どのような種類のエビデンスを

収集し、それをどのように使用するかの決定には注
意を要する。なぜなら、教育システムにおいては、

「何らかの手法で成果が測れることは、必ず成し遂
げることができる（what gets measured gets done）」か
らである。これは、変化をもたらす手段としてはあ
まりにも強力ゆえ、諸刃の剣であると広く認識され
ている。一方では、子どもの成長を観察し、介入の
影響を評価し、政策やプロセスの効果を検討し、新
たな取り組みを計画するためには、データが必要と
なる。しかしもう一方で、狭い範囲の、あるいは不
適切なパフォーマンス指標に基づいて効果が評価さ
れる場合、その影響は甚大なものとなる。説明責任
や透明性向上を促進させているように見えるもの
の、データの利用は実際のところ、明らかにするこ
とよりも多くの事柄を隠すことができ、誤った解釈
を招き、研究者の意図とは逆行した行動をもたらす
こともある。したがって、この場合の課題は、これ
らの潜在的な問題を回避しつつ、変化のための手段
としてエビデンスの可能性を活用することにある。

システムレベルで収集すべきエビデンスが何かを
決定するためには、まずインクルージョンの定義の
意識合わせが必要となる。言い換えれば、よりあり
がちな「測定できるものを評価する」のではなく、

「評価すべきものを測定する」必要がある。先に述べ
た提案に沿って、教育システム内で収集されるエビ
デンスは、全ての子どもの存在、教育への参加およ
びその達成に関連するものである必要があり、その
場合には、「疎外化、排除、低学力のリスクがある」
とみなされる学習者グループに重点を置くことが必
要となる。

エビデンスとの関わりは学校のレベルでも重要で
ある。専門的な学習の刺激となるからである。イン
クルーシブな実践方法を開発するためには、まずス
タッフ間の協力による既存のアプローチを共有する
ことであり、それにより、全ての子どもに手を差し
伸べることができる新しい実践方法の実験に繋げる
ことである 16）。この実現には、同僚同士が教育の実
践に関する詳細な側面について話すことができる共
通言語を開発する必要がある。このような言語がな
ければ、教師は新たな可能性を試すことが非常に難
しくなる 17）。

エビデンスを利用して学校内の教育を研究するこ
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とは、実務における言語を生み出すのに役立つ。そ
の結果、手を差し伸べにくい学習者にも効果的な実
践方法を開発することができる。特に、既存の言説
と切り離すことで、再考の余地を生み出すことがで
きる。エビデンスを生成するための特に強力な手法
には、互いの授業を観察した結果やビデオで撮影し
た内容の活用や、学校内の教育・学習の仕組みにつ
いて子どもにアンケートを取ることなどが含まれ
る 18）。特定の条件下では、このようなアプローチは、
自問自答、創造性、行動を刺激するような中断をも
たらす。そうすることで、これらアプローチについ
て認識されている問題の再構成がなされ、次に、教
師が教育の参加や学習機会を妨げるものに対処する
際に、これまで見過ごされてきた可能性に関心を持
つようになる。

これを実現するための手段として、初等教育から
中等教育にかけて教師と生徒との対話による改善の
枠組みに関する研究が行われている。そのきっかけ
となったのが、2011年から2014年にかけて行われ
た Messiou と Ainscow の研究である。ここでは、イ
ギリス、ポルトガル、スペインにある中等学校８校
において、教員チームによる共同の実践的研究が行
われ、地元の大学の研究者の支援を受けて実施され
ている。各チームは、よりインクルーシブな授業の
展開を促進するため、生徒の意見を収集し、それを
取り入れる方法で実験を行った。教師は３人組で

「レッスンスタディ」に基づく方式で授業を行った。
「レッスンスタディ」は日本やアジアの国々で確立
された、教師の能力を向上させることを目的とした
体系アプローチである 19）20）21）22）。ここでは、Messiou, 

K., & Ainscow, M. （2020）によって行われた実証研
究 23）の中の一例を紹介する。

Messiou, K., & Ainscow, M. （2020）は、３名の教師
によって行われる合同授業を計画する際に、各クラ
スの中で特別な配慮を要すると思われる複数の生徒
への配慮がどのようになされているかついて着目し
た。この生徒らを念頭に置いて授業を行うことで、
特別な配慮を要する生徒を含む、全ての生徒の学習
を促進する新たな方法を生み出すことができるので
はないかと彼らは考えた。ある教師は、話しかけて
もなかなか話をしてくれない子どもについて言及
し、別の教師は、重度の失読症の子どもにについて

注目した。これにより、教師たちは自分が受け持つ
授業の授業実践方法や計画についてディスカッショ
ンするようになった。例えば、生徒に対してホワイ
トボードに書いてもらうことや、言いたいことを書
くのではなく、口頭で繰り返し言わせる形での授業
方法の有効性について話し合った。

３名の教師は、授業前に何人かの生徒に議論に参
加してもらい、彼らがどのように学習したいかを知
る必要があるかという判断に至った。また、多くの
異なる生徒がいる状況で各生徒をサポートするため
の最良の授業計画づくりについてもしっかり考えた
いと思った。そこで彼らは、それぞれ異なる民族的
背景を持つ７人の子どもを選んだ。このうち６人は
外国生まれである。教師たちは昼休みにこの子ども
たちを集め、詩作技法を学ぶときに使うさまざまな
学級活動について、それぞれの好みをランク付けし
てもらった。一人の教師が次のように説明した。

当初、子どもたちは私たちが気に入らないと思う
ような意見を言うことにかなり抵抗を感じていまし
た。私たちは彼らから少し離れて、録音機をテーブ
ルの上に置いた上で、好きなことや嫌いなことを話
してもらいました。私たちの意見を押し付けなけれ
ば、彼らはより正直に話してくれるだろうと思った
からです。

この中等教育学校における授業の全体的な目的
は、さまざまな技法に対する認識と自信を深めるこ
とであった。各教師は、２人の同僚に見守られなが
ら授業を進め、定期的に話し合いを行い、それをも
とに変更を加えながら、さらに授業を行った。その
うち、彼らの議論の話題は詳細な内容が多くなって
いき、その結果、お互いの課題や自分自身を振り返
ることに重点が置かれるようになった。このプロセ
スの終了時までには、３人の教師は皆、このプロセ
スを通じて、自分の授業計画や授業の進め方を見直
すきっかけが生まれたと云う。その結果、教師たち
はこの新しいアプローチが、クラスのメンバーに

「心地良くいられる機会」から学ぶ機会を与え、それ
によって子どもたちの能力に対する教師の期待が前
向きに変化していくことに対象となった生徒も気づ
いたのであった。
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この研究から得られた知見を活かし、現在の研究
では、学習法と指導法を発展させるための新しいモ
デルを活用しており、これを「インクルーシブ・イ
ンクワイアリー（Inclusive Inquiry） 24）25）」と呼んでい
る。このモデルでは、教師と生徒を巻き込んだ対話
を行い、授業をよりインクルーシブにする可能性を
探ることを目的としている。

インクルーシブ・インクワイアリー・アプローチ
は、現在５カ国（オーストリア、デンマーク、イギ
リス、スペイン、ポルトガル）の30の小学校で試行
されている。このアプローチでは、図１に示すよう
に、相互に関連した一連のプロセスを伴うものであ
る。その中心となるのは、教師と生徒が、どうすれ
ばよりインクルーシブな授業ができるかを話し合う
ことである。

ここで提唱されている対話は、生徒や教師の立場
の違いを利用し、実験を促す意図を持った方法で、
既存の考え方や慣行に疑問を投げかけ、より包括的
な働き方を育むための実験を促すことを目的として
いる。これにより、一部の学習者の参加を制限する
障壁を取り除くことを目指す。

この研究から得られた知見は、この種の教室ベー
スの研究が、教室以外の、学校生活全般においても、
よりよい教師／生徒間の関係性へと前進させる強力
な手法であることを示唆した。特徴的なのは、生徒

自身がこのプロセスに参加することで得られる自己
肯定感・自己効力感等の付加価値である。また、こ
のアプローチを用いることで、組織にあるさまざま
な課題が明確になることも明らかになっている。特
に、学校内の現状を打破することが求められること
もある。そのため、新しい手法の導入を支援するた
めに教師間の協力体制を強化する必要が出る。それ
を実現させるため、組織内の柔軟性と、実験的なプ
ロセスを奨励・支援する心構えを持った管理職の積
極的なサポートが必要となる。このことは、学校内
の文化を変化する必要があることを示唆するもので
ある。

この初等・中等教育で行われている、インクルー
シブ・インクワイアリーを、幼児教育へ応用してい
く意欲的な実践は、2022年時点で管見の限りではな
く、期待するところである。

（２）　学校における発展
インクルーシブ・スクールが何かという特定のモ

デルは存在しない。しかし、高度なインクルーシ
ブ・スクールに共通しているのは、全ての子ども、
特に障がいを持つ子どもや困難を経験する子どもを
歓迎し、支援する場であるという点である 27）。この
ことは、これらの学校が上記以外の子どもをないが
しろにしているわけではない。実際、これらの学校

図 １ インクルーシブ・インクワイアリー 26）（Messiou and Ainscow，2020をもとに作成）  
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は、すべての子どもが個々に設定された到達目標を
達成するための様々な方策を検討している傾向があ
り、それにより効果を上げている。

子どもの多様性に積極的に対応できるようにする
には、個人の違いを修正すべき問題としてではな
く、学習を豊かにする機会として捉えられる形で、
学校を改革し、実務を改善する必要があるというこ
とある。このような概念化の中で、生徒が経験する
困難を考察することで、教師は、変化のための課題
と、前向きな変化をもたらす方法についての洞察を
得ることができる。さらに、このようなアプローチ
は、協力して問題解決を奨励し支援する文化があれ
ば成功する可能性が高い 28）29）。

この考え方によると、インクルーシブな実践の発
展は、特定の状況下にある教師や学校関係者が特別
な配慮を必要とする生徒たちと協力し合って、教育
上の障壁に対処することであると考えられる。これ
らのテーマは、国際的な研究文献のレビューによっ
ても裏付けられている。これは、インクルージョン
を促進するための学校の活動の有効性を調査したも
のである 30）。要約すると、「インクルーシブ文化」を
特徴とする学校があることを示唆するものである。
そのような学校では、違いを尊重するという価値観
や、全ての子どもに学習の機会を提供する義務につ
いて、保護者たちの間である程度の合意が得られて
いる。

このような包括的な文化が、どれほどまでに直接
的かつ問題を起こすことなく生徒の参加を促進させ
ることができるかどうかは不明である。しかし、こ
のような文化のいくつかの側面は、定義上、一般参
加型であると見なすことができる。例えば、教師が
多様性を尊重すること自体が、学校というコミュニ
ティの中で生徒が参加できる形であると理解するこ
とが可能となる。さらに、このような文化を持つ学
校では、組織の形態（特別な配慮を受けるために退
学するのではなく、普通教育内で行われる専門家に
よるサポートや実務（グループワークなど））の形で
特徴付けられ、定義上は参加型とみなすことができ
るものとなる。

これらのことから、インクルーシブ・スクールを
発展させようとする試みは、学校コミュニティ内で
インクルーシブな価値観に関するコンセンサスを構

築することに注意を払うべきであると云える。この
ことは、学校の指導者が、インクルーシブな価値観
へのコミットメントと、参加型の研究手法を理解で
きる能力をもとに選ばれるべきであることを意味す
る 31）。最後に、学校の努力を損なうのではなく、支
援するために、外部の政策環境がインクルーシブな
発展に適合していなければならない。

（３）　幅広いコミュニティの参加
教育におけるインクルージョンとエクイティを促

進するために、各国政府は人的・財政的資源を集結
させる必要があるが、その中には政府が直接管理で
きないものもある。そのため、変化のプロセスを支
援し、自らのものとすることができる主要な利害関
係者間で連携関係を形成することが不可欠となる。
このような利害関係者には、保護者、保育者や教師
といったその他の教育専門家、研究者、国、地方、
学校レベルの管理職者、他の分野の政策立案者や
サービス提供者（保健、子ども保護、社会サービス
など）、地域の市民グループ、排除されるリスクのあ
るマイノリティグループのメンバーなどが含まれ
る。

保護者による学校活動への参画は特に重要であ
る。一部の国では、保護者と教育当局が密接に協力
して、性別や社会的地位、障がいなどの理由で排除
されている特定の学習者グループのためにコミュニ
ティベースのプログラムの開発を行っている 32）。次
に必要となるステップとしては、これらの保護者が
学校でのインクルージョンを発展させるための変化
をもたらす支援に参加することである。

保護者がこのような開発に参加する自信やスキル
を持っていない場合、能力開発やネットワークの構
築が必要となろう。これには、保護者を支援する団
体の設立、子どもと一緒に活動するための保護者の
訓練、あるいは、学校や当局と交渉するための保護
者のアドボカシー（権利擁護）能力の向上などがあ
げられる。ここに加えて、子ども自身を含む保護者
の信念が、新たな考え方をより包括的な働き方を開
発するための学校の取り組みに新しい考え方をもた
らすのに役立つということが明らかになっている。

これらは全て、家族やコミュニティの役割を変
え、子どもへの教育提供法の改善を意味する。この
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点については、学校の活動が、雇用者、地域団体、
大学、公共サービスなど、地域の他のプレーヤーの
活動と首尾一貫した戦略で連携した場合に何が起こ
り得るかについて、非常に参考となる事例が多くあ
る 33）。これは、必ずしも学校がより多くのことを実
施すべきという意味ではなく、むしろ学校を超えた
連携を意味し、各参加者が互いの努力の影響を倍増
させることを意味する。

これは、教育システム内のさまざまな主要関係者
にも影響を与える。特に、教師、とりわけ管理職に
ある教師は、自らの存在を、自らの学校に通う子ど
もたちに対してだけでなく、全ての子どもに対して
より広い責任を負うものであると考えなければなら
ない。また、内部組織のパターンを構築し、他校や
学校外にある他の利害関係者と柔軟に協力できるよ
うにすべきである。学校制度を管理する側も、学校
内で行われる改善活動に応じて、優先順位や仕事の
仕方を調整しなければならない。

（４）　行政部門の役割
政策は、学校や教室のレベルだけでなく、教育シ

ステムのあらゆるレベルで策定される 34）。同様に、
インクルージョンとエクイティの推進は、単に技術
的あるいは組織的な変化だけを伴うものではなく、
明確な哲学的方向性を持った動きである。したがっ
て、社会がよりインクルーシブな働き方に移行する
には、教育制度全体の変化が必要となる。それは、
行政がインクルージョンの文化を形成するビジョン
を提供するための価値観や考え方における変化か
ら、学校や教室内での大きな変化にまで及ぶ。

教育におけるインクルージョンの文化では、国や
地域の行政担当者、地区、学校レベルの幹部の間で、
違いを重んじ、協力すること大事さを信じ、全ての
子どもに必ず教育の機会を提供するという前提と信
念を共有する必要がある 35）。しかし、教育制度内に
存在する文化的規範を変えることは困難である。特
に、両立しない多くの圧力に直面し、実践者が直面
する問題に対して単独で立ち向かっている傾向が強
い状況の中ではなおさらである。そのため、市民社
会や他部門を含むあらゆるレベルの指導者は、自ら
の状況を分析し、地域の障壁と促進要因を特定し、
適切な発展プロセスを計画し、インクルーシブな実

践と教育におけるエクイティを管理し得る戦略を行
うための指導力を発揮する心構えを持たなければな
らない。

国や地域の行政担当者は、学校および教育制度の
インクルーシブな運営方法を促進する上で重要な役
割を持つ。特に、インクルーシブでない差別的な教
育上の慣行に挑戦するための条件を整えなければな
らない。また、インクルーシブとエクイティという
普遍的価値の実行性を担保するため、コンセンサス
とコミットメントを構築する条件を確立する必要が
ある。教育におけるインクルージョンの推進には、
それ特定のリーダーシップを発揮することが効果的
であることが知られている 36）。これらのアプローチ
は、教育と学習に焦点が当てられている。つまり、
子ども、保護者、教師による強力な支援コミュニ
ティを作り、家族間で教育文化への理解を育み、多
くの機関からの支援を促すものである。

また、保護者と学校間による連携により、保護者
の教育力が向上し、学校も生徒の多様性に対応でき
るようになる相互作用が確認されている 37）。特に、
学校間の協働により学校の二極化が緩和され、教育
システムの端に追いやられる子どもにとって特に有
益となる。さらに、学校がより保護者への協力的な
働き方の構築を模索することで、教師が自分自身に
ついてや、自らの仕事をどのように認識するかに影
響を与えるということも証明されている。具体的に
は、学校間で実務を比較することで、教師は成績不
振の子どもへの対応について新たな視点で考えるこ
とが可能となる。このようにして、学校の確立され
た手法の中で苦もなく教育を受けることができない
生徒は、「問題を抱えている」とみなされるべきでは
なく、教師が自分の実務を再検討して、その反応性
と柔軟性をさらに高めるための課題として考えられ
るべきである。

４．考察
国際的な経験、研究、政策文書のレビューから得

られた、インクルージョンとエクイティを促進する
方法についての理解をまとめると、以下のようにな
る。

①　�政策立案は、インクルージョンとエクイティ
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という言葉の意味について、明確かつ広く理
解された定義に基づき行われるべきである。

②　�政策上の戦略は、全ての子どもの存在、参加、
達成に対する現状の実務がどのような影響を
受けるかに関する証拠に基づいたものでなけ
ればならない。

③�　�教師がインクルーシブな実務を展開する際
に、学校全体による支援の受け方に重点を置
くべきである。

④�　�行政の教育部門は、インクルージョンとエク
イティの推進にリーダーシップを発揮しなけ
ればならない。

⑤�　�政策立案では、子ども自身を含む、子どもの
生活に関わる全ての人の経験と専門知識を活
用すべきである。

これまで述べてきたように、実証実験や協働を促
進する手段としての知見の活用が中心的な戦略であ
ると考えられる。Copland（2003）は、探究が、学習
への参加を促進するために必要なリーダーシップの
分散を可能にする「エンジン」であり、かつ、共通
の目的のもとにコミュニティを結びつける「接着
剤」になり得る 38）と指摘する。

これらのプロセスを考える一つの方法は、「エク
イティの相互関係（ecology of equity）」の中でリンク
していると考えること 39）である。これにより、子ど
もの経験や成績がどの程度まで公平であるかは、教
師や学校の教育実践だけに依存すべきではないとい
うになる。それどころか、学校外から学校内に入り
込むさまざまな相互作用のプロセスに依存するので
ある。これらには、学校がサービスを提供する地域
の人口統計、子どもたちを学校に通わせることがで
きる（あるいはそれができない）人々の歴史や文化、
これらの人々が直面する経済的な現実などが含まれ
る。さらに、貧しい地域と豊かな地域が生まれる、
移民グループを受け入れる地域もあれば受け入れな
い地域もあるといった、社会経済的なプロセスも関
係している。また、教育における専門性、地域レベ
ルでの意思決定、国レベルの政策決定などといった
広義の政治的影響、およびエクスクルージョンや保
護者の選択などの問題に関して学校同士が与える影
響に左右される。

この相互関係を構成するさまざまな要素の複雑さ
と、より公平な教育システムを実現するための意味
を認識することも重要である。われわれが学校の改
善プロジェクトに取り組む際、エクイティの問題が
発生する、以下の３つの相互関係を有する領域を考
えることが有用であると考えている。

①�　�「学校内（Within schools）」これは、学校や教
師の実務から生じる問題である。この問題に
は、子どもがどのように教育を受け学習に取
り組むのか、教師集団の編成方法とその結果
としてのさまざまな機会、学校を特徴付ける
社会的関係と個人的支援の種類、達成度、性
別、民族、社会的背景などの多様性に対して
学校がどのように対応するのか、そして、学
校が家庭や地域社会と築く関係性などが挙げ
られる。

②�　�「学校間（Between schools）」これは、地域の
学校制度の特徴から生じる問題である。この
問題には、地域毎にさまざまなタイプの学校
が出現する方法、これらの学校がさまざまな
地位を獲得し、成績や優先傾向をもとにした
階層制度が形成される方法、学校が競争また
は協力する方法、異なる学校に通いながらも
同じような背景を持つ子どもを集結させる統
合および分離のプロセス、学校間の教育機会
の配分、そして、全ての学校の子どもが同様
の機会にアクセスできる範囲などである。

③�　�「学校外（Beyond schools）」この広範囲に及ぶ
領域には、学校が活動するより広範な政策的
文脈、子どもがどのように学び、成長するか
を形成する家庭内のプロセスやリソース、学
校で働く専門家の関心や理解、そして、学校
が教育を提供している地域の人口統計、経
済、文化、歴史などが含まれる。さらには、
国や、多くの点では世界レベルでの社会的・
経済的プロセスも含まれており、そこから地
域の状況が生まれるものも含まれる。

このように考えると、個々の学校が各々の問題に
取り組むためにできることは多くあり、そのような
行動は子どもの経験に大きな影響を与える可能性が
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高いことが明らかであり、さらには、あらゆる場所
で生じている不公平を露わにすることができるかも
しれない。しかし同様に、これらの戦略が、学校間
や学校外の問題に学校が直接取り組むことに役立た
ないことも明らかである。一方で、子どもの家族が
利用できるリソースを増やすことを可能とするため
の学校の戦略はない。学校の戦略は、安定した子ど
もを生み出し続けることや、移民のパターンの根底
にあるグローバルなプロセスに対処することもでき
ない。しかし、学校へのアクセスの問題、あるいは
学校への子どもの配分の問題は、複数の学校が共通
の課題として協力すれば、解決できる可能性があ
る。

大人の行動が変わらなければ、弱い立場にある子
どもたちの結果を変えることはできないという考え
のもと、協調的で持続的な取り組みを促す努力が必
要となる。そのためには、政策立案や実務レベルか
ら、特別な配慮を必要とする子どもたちへの支援を
進めなければならない。つまり、これらのレベルに
おける実現可能な内容を想像する能力を高め、それ
を実現するための責務を強める必要がある。そのた
めには、これまで当たり前だと思われてきた前提、
つまり、特定のグループの子どもに対する期待、彼
らの能力や行動に関連する前提に立ち向かうことも
必要となるだろう。

５．結語
本稿は、教育システム内に、包括と公平（インク

ルーシブ・インクワイアリー）を組み込むアプロー
チの紹介と、アプローチを提唱した Ainscow を中心
に、国際的な実証研究を通して、包括と公平を促進
するための方法を提言した。その結果、プロセスを
考える一つの方法は、「エクイティの相互関係

（ecology of equity）」の中でリンクしている、「学校内
（Within schools）」、「学校間（Between schools）」、「学
校外（Beyond schools）」の３つの相互関係を有する
領域を考えることが有用である。また、政策立案や
実務レベルからの見直しも必要になるため、各国
は、より強力な包括と公平に向けての強い責務を負
う必要があるだろう。
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